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令和６年度災害情報共有プラットホーム改修作業
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　林   正道
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和6年9月3日
東芝デジタルソリューションズ株式会社
神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４

7010401052137

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号

本システムの著作者人格権を有し、
権利行使することを意思表示してお
り、本件を実施できる唯一の業者で
あるため

9,177,300 9,130,000 99.48%

中国地方の歴史的・文化的な施設等を通じた都市間連携
に関する調査・検討

支出負担行為担当官
中国地方整備局長　林   正道
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和6年9月9日
復建調査設計株式会社
広島県広島市東区光町二丁目１０－１１

4240001010433 企画競争

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号

企画競争契約結果の公表をご参照
ください 6,985,000 6,985,000 100.00%

令和６年度全国道路基盤地図等データベース情報提供
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　林   正道
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和6年9月13日
一般財団法人国土技術研究センター
東京都港区虎ノ門３丁目１２－１

4010405000185

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号

「全国道路基盤地図等データベー
ス」の管理運営機関として選定され
ており、本件を実施できる唯一の業
者であるため

1,100,000 1,100,000 100.00%

令和６年度道路巡回支援システムサーバ移行作業他
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　林   正道
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和6年9月17日
株式会社長大
東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目２０番４号

5010001050435

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号

本システムの著作者人格権を有し、
権利行使することを意思表示してお
り、本件を実施できる唯一の業者で
あるため。

7,315,000 7,315,000 100.00%

鋼材の防食を目的としたコンクリート表面からの亜硝酸リ
チウム溶液の圧入に関する研究

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　鳥取河川国道事務所長　貴田　勝太
郎
鳥取県鳥取市田園町４－４００

令和6年9月25日
国立大学法人鳥取大学
鳥取県鳥取市湖山町南４丁目１０１番地

4270005002614

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号

包括協定７大学に研究シーズを要
請し、研究予定教授の専門分野、研
究実績及び研究シーズの整合性に
ついて総合的に評価を行った結果、
本大学が唯一整合していると判断し
たため

非公表 1,987,700 －

地方自治体におけるデータ利活用によるＥＢＰＭ型道路橋
メンテナンスに係る社会実験

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
松江国道事務所長　三浦　倫秀
島根県松江市西津田２－６－２８

令和6年9月5日
データ利活用推進による道路橋のメンテナンス合
理化協議会
島根県仁多郡奥出雲町三成３５８－１

－ 公募

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号
公募の結果、当該地域・団体におけ
る社会実験が採択されたため

非公表 9,954,000 －

一般国道２号出汐Ⅰ（令和６年度）電線共同　溝引込管、
連系管路工事

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　広島国道事務所長　田宮　佳代子
広島県広島市南区東雲２－１３－２８

令和6年9月4日
エヌ・ティ・ティ・インフラネット（株）　西日本事業本
部　中国事業部 2010001063299

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号
共同溝の整備等に関する特別措置
法に基づく連系管路工事について
は、保安上電線管理者が工事を実
施する必要があるため。

非公表 4,426,560 －

令和６年度山口河川国道事務所管内不動産鑑定評価等
業務（その１）

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　山口河川国道事務所長　田村　桂一
山口県防府市国衙１－１０－２０

令和6年9月11日
富士不動産鑑定株式会社
山口県下関市一の宮町二丁目２番１５号

5250001006289 企画競争

会計法第２９条の３第４項及び予決
令第１０２条の４第３号

企画競争契約結果の公表をご参照
ください 非公表 2,857,800 － 単価契約

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号 企画競争又は公募

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の役

員の数

公益法人の場合

様式２－４


	随意契約（様式２－４）

